
55 商業・まちづくり組織の役割に関する実証研究 
－活性化事業の形成プロセスと「新しい組織」－

1.  はじめに

　本研究の目的は、人口の郊外化、商業機能の郊外化、
公共機能の郊外化等により、衰退した地域商業につい
て、活性化事例を対象に、活性化を推進する主成員が
形成する「新しい組織」の発展を媒介として、活性化
が推進していくというプロセスと要因を明らかにする
ことである。
　（注、「新しい組織」とは、活性化事業の形成プロセ
スのファクト、「そのネットワークと他の人は既存の
組織ないしは個々の成員から商店街内外に常設の委員
会ないし新しい組織を設置する。」を指し、広く利害
関係を調整し、地域活性化を推進する主成員の集団と
捉えたい。）
　本論文は 8つの章を中心に構成され、以下に各章の
概要を記す。

2.  イントロダクション　（第 1章）

　研究の背景として、「まちづくり 3法」の改正等、
地域商業活性化に向けて様々な取り組みが成されてき
たが、平成 21年度の商店街実態調査では、繁栄をし
ていると解答した商店街は、たったの 1％という悲惨
な現状となっている。

付表 1番　商店街の最近の景況

調査年度 繁栄している 停滞している 衰退している 無回答
平成 15年度 2.3% 53.4% 43.2% 1.1％
平成 16年度 2.1％ 67.4％ 29.7％ 0.8％

調査年度 繁栄して
いる

停滞して
いるが上
向きの兆
しがある

ま あ ま
あである
（横ばい
である）

停滞して
いるが衰
退する恐
れがある

衰退して
いる 無回答

平成 18年度 1.6% 4.8% 22.9% 37.6% 32.7% 0.4%

平成 21年度 1.0% 2.0% 17.9% 33.4% 44.2% 1.5%

　筆者は具体的に活性化した事例（数字的な裏づけの
ある事例）の研究、分析をすることが必要と考えてい
る。そこで、以下の 3項目のリサーチ・クエスチョン

（RQ）を設けた。
RQ1. 地域活性化事業の特徴を体系的に説明するよう
な理論的属性（体系的類型枠組み）には、どのよ
うなものがあるか。

RQ2. 活性化事業を推進する組織の形成プロセスを明
らかにできないか。

RQ3. 活性化事業の形成プロセスから得られたファク
ト、「新しい組織」を形成するというメカニズムを
明らかにできないか。

3.  理論的背景－先行研究のレビュー－（第 2章）

　RQ1に関連して、地域活性化事例を中心に研究さ
れている、石原（2000）、田中（2006）等をレビュー。
その結果、活性化事例を紹介した先行研究は多数ある
が、一人の研究者が、158事例の調査を行ない、28事
例の継続的な現地調査、129回のインタビューを実施
したような先行研究はないため、活性化事業の特徴を
体系的に説明した研究はない。
　何よりも、同時期に実施された数多くの活性化事業
を、比較分析した実証分析等が皆無のため、横断的研
究とはいえないことを指摘した。（小川（2010）は、
約 20事例の現地調査、分析がされている。）
　RQ2に関連して、活性化事業を推進する組織の研
究をされている、福田（2008）、近藤（2005）等をレ
ビュー。活性化事業を推進する組織の形成プロセス
を、多数の事例分析から論じられている研究はなく、
深耕の余地がある。
　RQ3に関連して先行研究から、商店街組織が生存
に必要な経営資源の獲得・利用に成功していないとい
う経済的な誘因と貢献のアンバランスに陥った時、専
門性に深く関与している地域活性化を推進する主成員
（コスモポリタン）が、外部資源に目をむけ、知識創
造の基盤としてネットワークを発展させ、その発展プ
ロセスの結果、「新しい組織」を誕生させるという仮
説を提示した。
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4.  研究目的と調査方法論（第 3章）

　本研究での実証研究には、複数のデータ源を採用し
ている。これまでの地域商業活性化の研究は、実態調
査結果の報告や、それを基にした提言、いくつかの活
性化事例を取り上げて論じているものが多いが、本研
究は原宿表参道欅会、新発田駅前商店街、市川市南商
店会の 3活性化事例の違った立場による参与観察と、
第 5章で紹介するように、158活性化事例のアンケー
ト調査と電話によるフォロー・インタビュー調査及び
28事例の現地インタビュー調査と内部記録文書（会
議議事録）から構成されている。

　地域商業活性化事業の成功というと、誰もが自分の
イメージを勝手に語るが、誰一人として確信を抱いて
いないような事象の研究を理解するのに、一つの視点
から 1種類のデータで望むのは避けるべきだと思う。
複数のデータ源を収集するための複数の方法が有機的
につながりあって、相互に補強し合うもので、方法論
的複眼のアプローチが有効と考えられる。地域商業活
性化事業の「新しい組織」という概念を導入した分析
を行なうがゆえに尊重している。定性的データと定量
的データを有機的に組み合わせて、活性化事業の体系
的類型枠組み（タクソノミー）の構築をしてみたいと
考えているが（第 6章を参照）、妥当性の検証という
姿勢はとらない。本研究は特に、「新しい組織」の形
成という概念を導入した分析にシフトしていく。
　

5.  先進事例からみる活性化の実態分析（第 4章）

  全国約 13,300商店街の中から、関係機関から推薦を
受けた 391事例について、関係者からの聴き取り、現
地調査、電話調査を行った。そして十分に効果があり、
継続性がある活性化事例の選定をした結果、158事例
を決定し、活性化事業内容、地域、商店数の比較分析
を行った。また、28事例の商店街に対して現地調査
を行い、取組みに至る経緯、実施背景、事業概要（内
容）、実施効果、今後の課題、利用した助成金等につ
いて商店街理事長及び担当者、関係者等にヒアリング
調査を実施した。

6.  事例の示す活性化事業の構成と形成プロセス（第 5章）

　この章では、本研究で採用している複数のデータ源
の分析に入っていく。第 4章の調査結果と原宿表参
道、市川駅南商店街、新発田市中心商店街事例の参与
観察、実証研究等のいろいろな立場からのアプローチ

とエスノグラフィー的な記述を採用した分析結果か
ら、RQ1に対して以下の理論的属性（体系的類型枠
組み）の構築をした。

タクソノミー（体系的類型枠組み）

大分類 小分類

Ａ． 地域社会への
貢献

① コミュニティ施設
② 子育て支援
③ 高齢者支援
④ エコロジー活動
⑤ 環境整備、景観整備
⑥ 防犯

⑦ 教育機関、NPO、地域住民等との
連携

Ｂ． イメージ構築
への貢献

⑧ 新規開業支援、店舗誘致
⑨ 地域・商店街ブランド
⑩ 特産品、歴史、伝統

Ｃ． 販売促進への
貢献

⑪ 個店の活性化
⑫ コミュニティビジネス
⑬ 集客イベント
⑭ 販促ツール、インターネット活用
⑮ 各種カード事業

「商店街活性化に係る事例調査研究」報告書を参考に筆者作成

　RQ1の分析結果から、それぞれの取り組みの分析
に入り、地域別活性化事例分析（効果的な地域別活性
化事例）と店舗数別活性化事例（効果的な店舗数別活
性化事例）に分解して、それぞれの特徴を導き出した。
　また、28事例の活性化事業を推進する組織の形成プ
ロセスを一般化することにより、活性化を推進する主
成員が形成する、「新しい組織」の発展を媒介として、
活性化が推進していくというプロセスを導き出した。

活性化事業の形成プロセス

１ 商店街において何らかの危機感ないし深刻な問題
が存在する。

２ 連絡をとり合った人びとの集団ないしネットワー
クが、一堂に会し話し合いが行なわれる。

３
このネットワークないしはその中核の人たちが、
問題をより明確に定義し、話し合い解決に向けて
まとまる。

４ このネットワークは、その商店街の懸案事項に関
心を持つ他の人びとも連結する。

５

ネットワークとその利用者は、懸案事項に関して
何らかの結果（成功）をおさめ、必要とあれば、
さらに他の人との連携を考え始める。（外部資源
の活用）

６
そのネットワークと他の人は、既存の組織ないし
は個々の成員から、商店街内外に常設の委員会、
ないし新しい組織を設置する。

７

新しい組織は、その他の関係者に協力を要請した
り、あるいはコミュニティの住人にサービスを提
供したりして、問題解決を成し遂げるための戦略
を進化させていく。
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８
新しい組織、コミュニティの他の懸案事項にも着
手するようになり、協調、キャンペーン等から、
組織基盤を発展させる。

９ 新たな参加者はより効率的になるように学習し効
率化（システム化）される。

10 新しい組織内または地域住民に対するコミュニ
ケーションが形成されていく。

11 安定した収入源が、企画・開発される。

12 新しい組織は他の組織とネットワーク化して、提
携を形成する。

7.  「新しい組織」の動機とネットワーキング（第 6章）

　本研究の根幹ともいえる理論の構築に迫っていく。
筆者が注目したのは、活性化の成立が、「新しい組織」
の誕生、生成、発展という現象に支えられているとい
う点である。この、「新しい組織」の形成プロセスが
活性化の推進を支えているというのが、基本的な考え
方である。
　第 2章で提示された仮説の検証分析をエスノグラ
フィック的な記述から考察し、形成プロセスのファク
トと符号していることが確認された。
　この章では、母体組織（商店街等）と「新しい組織」
の関係性について考察を行ない、成員の特性、組織の
特徴等にも踏み込んでいく。
　また、この章では、「新しい組織」を誕生、生成、
発展させていく主成員のネットワーキングについて論
じる。主成員がインフォーマルなネットワークをどの
ように形成していくのかとスタートアップ時に必要な
経営資源をどのように獲得するのかである。言い換え
ると主成員のネットワーキングとアクセス能力につい
て考察し、母体組織（商店街等）の主成員たちが、多
くのネットワークに所属することによって必要とする
人的資源、あるいは重要な情報へとアクセスし、「新
しい組織」を誕生、生成、発展させたのかを探る。
　そして、母体組織（商店街等）と「新しい組織」の
関係性の発展を、動機づけの変容、成功体験の伝播と
知識や経験の蓄積、連携による知識や経験の共有と発
展、母体組織の主成員の影響や、人的資源へのアクセ
スのメカニズム等について、実証分析を進めていく。

８.  「新しい組織」の形成（第 7章）

　本章では、ネットワーキングとアクセスという主成
員の行為の観点から、ネットワークの構築と連鎖、及
び活性化事業の連鎖へと生じるプロセスを明らかにし
ている。ネットワーキングによるアクセスの能力は、
主成員本人の持つ能力であると同時に、生活上のネッ

トワークも含めた社会的なネットワークの発展が活性
化事業にとって重要な点であった。その点においては
地理的近接性の持つ意味がたいへん大きいことが理解
された。
　ネットワークの連鎖のプロセスの中で、経営資源へ
の到達の可能性が高まるのは、主成員が所属している
複数のネットワークが相互に近接していることが、重
要であった。地理的近接性や価値観の共有等からネッ
トワークにおける相互の近接性は仲介が容易になるた
め、架橋が頻繁に行われやすい。その仲介の可能性の
高さこそがアクセス能力の高さを示すことになる。し
たがってアクセス能力は主成員の持つネットワークの
多様性という意味では個人的な能力であるが、それは
限られたものに過ぎないことを明らかにした。

結論 （第 8章）

　「新しい組織」を誕生させる主成員たちは、スター
トアップに必要な資源を獲得するために、パーソナル
なネットワークを構築しなければならない。ネット
ワークを構築する上で、母体組織（商店街等）の活動
経験が果たす役割は大きい。「新しい組織」の誕生を
動機づけられた主成員にとって、母体組織の存在は
ネットワークの結節点であり、資源へのアクセスを可
能にする為の仲介者として機能する。つまり母体組織
に所属して日常の業務に従事することによって、主成
員たちは、「新しい組織」を誕生させるために必要な
資源にアクセスする可能性が高くなるのである。その
うえで、革新的な地域商業組織は、自らが抱える課題
解決に向けて新たな連携を模索し、持続発展的な基盤
を築き上げようとするのである。
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